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4. 結び 

除染モデル実証事業において，線量や土地利用状況等に応じて実用可能と考えられる除染方法

や除染技術について実証を行い，除染効果について分析するとともに，今後の本格的除染等の実

施に当たって活用し得る作業性，汎用性，経済性，除去物の発生量・保管方法，除染方法・技術

適用の留意点，作業安全・被ばく管理等に関わるデータや知見を取りまとめた。 

面的除染の効果として，除染前の年間積算線量が300 mSv以上の大熊町夫沢地区では，農地，宅

地において70％以上の空間線量率を低減することができ，また，他の40 mSv超の区域においても，

空間線量率の40～60%程度を低減することができた。除染前の空間線量率が年間積算線量で5mSv

を下回るような田村市地見城地区のような場所では，一部，可能な限り除去物量の発生が少ない

除染方法を試行し，除去物量は比較的抑制できたものの，空間線量率の低減率は，高い空間線量

率の場所に比べると低くなった。面的な除染においては，除去土壌が発生除去物量に占める割合

が大きく減容化に課題があるが，放射性セシウム濃度の深さ方向の分布を踏まえ，除染効果や除

去物の発生量を考慮して表土の剥ぎ取り厚さを設定することが重要であった。 

土地利用区分（宅地・大型構造物，農地，道路，森林）ごとの除染では，宅地・大型構造物に

おいて，放射性セシウムは，土埃等が雨の流れによって溜まるところ（雨樋，雨だれ部）に特に

多く残留する一方，雨や雪があまりあたることなく土埃等も流れ落ちる壁面では表面密度は比較

的低かった。雨樋の堆積物を除去し，屋根の付着・残留箇所を拭き取ることによって高い除染効

果が得られた。また，室外の除染効果が室内の線量低減に寄与した。農地においては，地表面か

ら深さ約5 cmに80%以上の放射性セシウムが付着・残留するといった観測結果や対象農地の汚染程

度等を考慮して表土剥ぎ取り，反転耕，天地返し，撹拌耕の深さ等を決定し実施することが必要

であった。除去土壌の発生がない反転耕および天地返しでは対象土壌中のセシウムを除去するわ

けではないが，表土剥ぎと同等の線量低減という除染効果が得られた。道路においては，放射性

セシウムは，舗装面表面のごく近傍（数mm程度）に大部分が留まっており，舗装面の表面を切削

する手法により発生除去物量を抑制しながら，高い除染効果を達成することが可能であった。本

モデル実証事業では生活圏の放射線量を下げることを優先としており，生活圏に隣接する森林の

除染は効果的であった。常緑樹林では落葉，腐植土の放射能濃度が高く，落葉樹林では腐植土の

放射能濃度が高い傾向が認められた。落葉樹林と常緑樹林との状況の相違や傾斜地での土砂流失

防止に注意する必要があるものの，腐植土までの除去は有効であった。 

これらの成果が今後の除染に活かされていくことを切に願うものである。 
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